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１　新庁舎建設事業

　①基本構想（H30.10月まで）

　②基本計画（R01.05月まで）

　③基本設計（R02.05月まで） 8

　④実施設計（設計～積算） 1 2 3 4 5 6 7 8 9

　⑤許認可

　ア　免震構造評定・大臣認定 1 2 3 4

　イ　確認申請 1 2

　⑥入札（総合評価落札方式を想定） 1 2 3 4 5

　⑦工事

　ア　第２・第３文書庫解体 1 2 3 4 5

　イ　新詰所建設 1 2 3 4 5

　ウ　詰所・東車庫解体 1 2 Ｒ３当初予算　債務負担行為により契約する工事（引越し費用除く）

　エ　新庁舎建設 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

　オ　新庁舎周り外構

※引越し アスベスト対策の影響

　カ　現庁舎解体 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

　キ　現庁舎跡外構 1 2 3 4

２　旧金谷庁舎跡地利活用事業

　①生活交流拠点整備運営事業（PFI）

　ア　事業者選定（公募～選定） 1 2 3 4 5 6 7

　イ　設計（仮）～施工（仮） 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6 7 8 9

　ウ　管理運営１（既存周辺施設） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

　ウ　管理運営２（新施設等） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

　②旧庁舎等建物解体工事

　・備品等搬出（北中へ） 1

　・解体工事 1 2 3 4 5 6

３　北中跡地利活用事業

　①学校備品等搬出・受入準備 1

　②受入工事 1

　③引越し・文書及び物品搬入 1

「市役所新庁舎建設事業について」

R7（2025）年度R5（2023）年度 R6（2024）年度
項　　目

R2（2020）年度 R3（2021）年度 R4（2022）年度

新庁舎建設事業及び関連事業のスケジュール
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【令和３.２.９ 全員協議会】
行政経営部 資産活用課 資料４
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１　新庁舎整備基本計画　【①表】

事業費
国・県
支出金

市債 基金 一般財源

工事請負費 7,610.0 7,016.0 594.0

委託料 700.0 199.8 185.0 315.2

備品購入費 400.0 400.0

その他経費 0.0 0.0

合　　　計 8,710.0 0.0 7,215.8 185.0 1,309.2

２　実施設計　【②表】

事業費
国・県
支出金

市債 基金 一般財源

工事請負費 7,085.5 211.6 6,178.8 621.0 74.1

委託料 685.8 4.9 318.1 160.6 202.2

備品購入費 385.4 380.0 5.4

その他経費 14.8 14.8

合　計 8,171.5 216.5 6,496.9 1,161.6 296.5

３　比較（２－１）　【③表】　

事業費
国・県
支出金

市債 基金 一般財源

工事請負費 -524.5 211.6 -837.2 621.0 -519.9

委託料 -14.2 4.9 118.3 -24.4 -113.0

備品購入費 -14.6 0.0 0.0 380.0 -394.6

その他経費 14.8 0.0 0.0 0.0 14.8

合　計 -538.5 216.5 -718.9 976.6 -1,012.7

４　基本計画からの事業費の主な増減

(1) 建物建築工事費

　69.3億円　⇒　約62.8億円　（-約6.5億円　-9.4％）

(2) 現庁舎解体工事費

　約2.4億円　⇒　約4.0億円　（+約1.6億円　+66.7％）

　※竣工時の外壁塗装下地等にアスベスト（レベル１）の含有を確認、対策費用・期間追加

５　財源内訳について

(1) 国庫補助金　住宅・建築物対策事業費補助金（サステナブル建築物等先導事業）

　　　事業費分（2.12億円、補助率1/2）及び事務費

(2) 市債 　約72億円　⇒　約65億円　（-約7億円　-9.7％）

　　　合併特例事業債の割合が増、合併推進事業債の割合が減

　　　現庁舎解体工事はアスベスト対策のため工期が令和６年度に及ぶことを見込む

(3) 基金　　約1.8億円　⇒　約11.6億円　（+526％）

(4) 一般財源　　約13億円　⇒　約3億円　（-約10億円　-76.9％）

(単位：百万円)

(単位：百万円)

(単位：百万円)

新庁舎建設事業の全体事業費と財源内訳
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